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資料：国土交通省「地価公示」より。
注：１． 変動率は、各年とも前年と継続する標準地の価格の変動率の単純平均。 ２． 圏域区分は次のとおり。　東京圏：首都圏整備法による既成市街地および近郊整備地帯を含む。

大阪圏：近畿圏整備法による既成都市区域および近郊整備市町村の区域。
名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域。
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調査年
用途等 09

△4.4
△2.0
△2.8
△3.5
△2.8
△3.2
△6.1
△3.3
△5.9
△5.4
△4.2
△4.7
△4.7
△2.3
△3.5
△3.8
△3.2
△3.5

10
△4.9
△4.8
△2.5
△4.5
△3.8
△4.2
△7.3
△7.4
△6.1
△7.1
△5.3
△6.1
△5.4
△5.3
△3.3
△5.0
△4.2
△4.6

11
△1.7
△2.4
△0.6
△1.8
△3.6
△2.7
△2.5
△3.6
△1.2
△2.5
△4.8
△3.8
△1.9
△2.7
△0.8
△2.0
△3.9
△3.0

1985
1.7
3.0
1.6
2.0
2.4
2.2
7.2
5.0
2.7
5.8
2.6
3.8
2.4
3.2
1.7
2.5
2.3
2.4

12
△1.6
△1.3
△0.4
△1.3
△3.3
△2.3
△1.9
△1.7
△0.8
△1.6
△4.3
△3.1
△1.7
△1.5
△0.6
△1.5
△3.6
△2.6

13
△0.7
△0.9
0.0

△0.6
△2.5
△1.6
△0.5
△0.5
△0.3
△0.5
△3.3
△2.1
△0.6
△0.9
△0.1
△0.6
△2.8
△1.8

90
6.6
56.1
20.2
22.0
11.4
17.0
4.8
46.3
22.4
18.6
15.4
16.7
7.2
53.9
19.9
22.1
11.7
16.6

95
△2.9
△1.9
△4.0
△2.8
△0.3
△1.6
△15.4
△15.3
△12.7
△14.8
△5.5
△10.0
△5.0
△4.0
△5.6
△4.8
△1.2
△3.0

2000
△6.8
△6.1
△1.8
△5.9
△2.3
△4.1
△9.6
△11.3
△7.3
△9.6
△7.0
△8.0
△7.4
△6.9
△3.0
△6.6
△3.4
△4.9

01
△5.8
△6.7
△1.9
△5.6
△2.8
△4.2
△8.0
△11.0
△5.6
△8.3
△7.0
△7.5
△6.4
△7.4
△2.8
△6.1
△3.8
△4.9

02
△5.9
△8.6
△4.4
△6.5
△4.0
△5.2
△7.4
△11.3
△8.1
△8.5
△8.1
△8.3
△6.4
△9.1
△5.3
△6.9
△5.0
△5.9

03
△5.6
△8.8
△5.6
△6.5
△5.1
△5.8
△5.8
△10.2
△8.0
△7.1
△8.7
△8.0
△5.9
△9.1
△6.1
△6.8
△6.0
△6.4

04
△4.7
△8.0
△4.9
△5.7
△5.7
△5.7
△4.5
△8.8
△6.0
△5.8
△8.7
△7.4
△4.9
△8.3
△5.3
△5.9
△6.5
△6.2

05
△3.2
△5.2
△3.3
△3.7
△5.4
△4.6
△2.5
△5.0
△3.3
△3.2
△7.5
△5.6
△3.2
△5.4
△3.5
△3.9
△6.0
△5.0

06
△0.9
△1.6
△1.3
△1.2
△4.2
△2.7
1.0
0.8
0.9
1.0

△5.5
△2.7
△0.7
△1.4
△1.0
△0.9
△4.6
△2.8

07
3.6
1.8
1.7
2.8

△2.7
0.1
9.4
8.3
7.8
8.9

△2.8
2.3
4.6
2.7
2.8
3.8

△2.8
0.4

08
5.5
2.7
2.8
4.3

△1.8
1.3
12.2
7.2
8.4
10.4
△1.4
3.8
6.7
3.4
3.8
5.3

△1.8
1.7

14
0.7

△0.1
1.1
0.5

△1.5
△0.6
1.7
1.4
1.8
1.6

△2.1
△0.5
0.9
0.2
1.2
0.7

△1.7
△0.6

15
0.5
0.0
0.8
0.4

△1.1
△0.4
2.0
1.5
1.4
1.8

△1.4
0.0
0.9
0.3
0.9
0.7

△1.2
△0.3

16
0.6
0.1
0.8
0.5

△0.7
△0.2
2.7
3.3
2.7
2.9

△0.5
0.9
1.1
0.8
1.3
1.1

△0.7
0.1

17
0.7
0.0
0.6
0.5

△0.4
0.0
3.1
4.1
2.5
3.3

△0.1
1.4
1.3
0.9
1.1
1.1

△0.3
0.4

18
1.0
0.1
0.8
0.7

△0.1
0.3
3.7
4.7
3.3
3.9
0.5
1.9
1.7
1.1
1.4
1.5
0.0
0.7

19
1.3
0.3
1.2
1.0
0.2
0.6
4.7
6.4
4.7
5.1
1.0
2.8
2.2
1.6
2.1
2.0
0.4
1.2

20
1.4
0.4
1.1
1.1
0.5
0.8
5.2
6.9
4.1
5.4
1.5
3.1
2.3
1.8
1.9
2.1
0.8
1.4

資料：国土交通省「地価公示」、内閣府「国民経済計算年報」、「県民経済計算年報」より。
注：1.東京圏GDP…1都3県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）の名目県内総生産の和。  
　  2.名目ＧＤＰ、東京圏ＧＤＰは年度値。
　  3.名目ＧＤＰは、1993年度までは93ＳＮＡ（固定基準年方式）を、94年度以降は08ＳＮＡ（連鎖方式）を使用して算出。
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オフィス着工床面積の推移

資料：国土交通省「建築統計年報」より。
 注：1. 建築基準法第15条1項に基づく建築工事届における使途別事務所の集計値。 　2. 工事届における着工予定月に一括して計上。
   3. 東京圏…東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県　大阪圏…大阪府、京都府、兵庫県
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資料：森ビル㈱「東京23区の大規模オフィスビル市場動向調査（2020年4月発表）」より。
注：1.東京23区の事務所部分の延床面積が1万㎡以上の新築大規模オフィスビルが対象。
注：2.供給量とは、大規模オフィスビルのうち、店舗や住宅、ホテル等の事務所以外の用途を除いた純粋な事務所部分の延床面積を指す。

1989 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 1211 1413 15 181716 22 23 24

77

（年）19 20 21

東京23区の大規模オフィスビル供給量推移

供
給
量
（
予
定
）

供
給
量
（
実
績
）

オフィス



オフィス
● 日本の不動産業 ●

不動産関連データ

017
R e a l  E s t a t e  i n  J a p a n

12

10

8

6

4

2

0

-2

14

16

対前年増加率（％）

600

500

400

300

200

100

0

700

800

900
床面積（10万m2）

事務所床面積の推移（東京都区部）

資料：「東京の土地2019（土地関係資料集）」より。
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資料：三鬼商事㈱「オフィスデータ」、総務省「固定資産の価格等の概要調書」より。
注：1．空室率は各年とも12月時点の数値。
注：2.（1）ストックは、木造家屋の事務所・銀行（1997年以降は店舗も含む）並びに、非木造家屋の事務所・店舗・百貨店の延床面積である。ただし97年以降の木造家屋には店舗も含まれる。
　　  （2）ストックは各年1月1日現在。
　　  （3）ストックの東京圏・・・・東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県。
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募集賃料の推移

三鬼商事㈱「オフィスデータ」より。
注：1．東京の対象地区は千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区　
     2．対象ビルは東京は基準階面積が100坪以上、大阪は延床面積が1,000坪以上、名古屋は同500坪以上、札幌は同100坪以上、仙台は同300坪以上、横浜は同500坪以上、福岡は同1,000坪以上
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資料：三鬼商事㈱「オフィスデータ」より。
注：各年とも12月時点の数値
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着工新設住宅の一戸当たり床面積の推移（首都圏：総平均、利用関係別）

資料：国土交通省「住宅着工統計」より。
注：首都圏…1都3県（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）。

150

100

50

0

総平均 持家
貸家

給与住宅
分譲住宅（㎡/戸）

1985 08 0990 95 2000 01 02 03 05 06 0704 13 1514 16 17 18 19
（年度）

10 1211

85.3
65.5
55.6

125.3

92.6

88.4

70.4

52.2

126.8

92.4

85.2

58.0

50.1

125.2

90.9
81.9

63.5

46.0

125.0

88.8
80.0

60.8

44.7

123.7

89.8

77.0

46.4

43.2

119.9

88.2
80.1

45.2

67.0

119.4

87.8
79.9

71.3

45.7

119.1

86.2
79.0

66.0

46.2

118.4

86.1
78.0

68.9

46.0

118.8

84.4
74.4

70.6

44.0

118.2

82.0
72.1

61.1

42.7

118.3

84.1

69.9

67.8

40.5

116.4 

83.2

70.5

59.7

40.7

115.7

83.0

73.0
75.8

43.7

115.0

85.3

71.0

59.6

41.4

117.0

84.9

66.9
71.1

43.3

125.9

73.7
81.9

81.9

44.7

120.1

83.9
90.7
80.4

124.0

64.8

43.3

88.5
77.9

124.3

63.0

42.5

88.0
77.3

124.8

63.3

41.9

89.7
78.0

123.6

55.8

41.6

84.6
74.3

123.2

51.6

41.9

着工新設住宅の一戸当たり床面積の推移（総平均、利用関係別）

資料：国土交通省「住宅着工統計」より。
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80.8

75.2

46.9

121.8

91.0
80.1

73.5

46.4

120.5

90.1

80.4

60.6

46.1

119.7

88.5

82.7

66.7

47.5

118.8

88.9

46.8

83.7

80.8
71.3

45.145.1

95.9

88.5
68.9

47.4

134.2

95.9

47.4

93.8

85.4
67.4

46.7

133.8

93.8

46.7

93.8

84.5
66.8

46.0

133.3

93.8

46.0

95.8
85.3

63.6

45.5

131.6

95.8

45.5

91.5

83.1
65.7

45.5

130.2

91.5

45.5

住宅建設戸数の推移
2,000

1,500

1,000

500

0

（千戸）

資料：国土交通省「住宅着工統計」より。　 
注：1.持家とは、建築主が自分で居住する目的で建築するもの。貸家とは、建築主が賃貸する目的で建築するもの。給与住宅とは、会社・官公署・学校等がその社員・職員・教員等を居住させる目的で建
　  築するもの。分譲住宅とは、建て売り又は分譲の目的で建築するもの。 2.四捨五入の関係で合計に一致しないことがある。 3.グラフ内（ ）は利用関係別構成比・％、グラフ上の〈 〉は前年度比・％。

貸家
給与住宅
分譲住宅
持家

1985 90 95 2000 01 02 04 05 07 08 09 1110 13 15 1614120603 17 18 19
（年度）

1,665
〈△0.4〉
767

（46.1）

387
（23.2）

474
（28.5）

37
（
2.
2）

1,251
〈3.6〉
544

（43.5）

227
（18.1）

460
（36.8）

20
（
1.
6）

1,485
〈△4.9〉
564

（38.0）

345
（23.2）

551
（37.1）

8（
0.
7）

12
（
1.
0）

11
（
0.
9）

1,213
〈△1.1〉
418

（34.5）

346
（28.5）

438
（36.1）

10
（
0.
8）

1,173
〈△3.3〉
442

（37.7）

344
（29.3）

377
（32.1）

459
（39.1）

334
（28.4）

373
（31.8）

1,174
〈2.5〉

9（
0.
8）

467
（39.2）

349
（29.3）

367
（30.8）

1,193
〈1.7〉

9（
0.
7）

9（
0.
7）

518
（41.5）

370
（29.6）

353
（28.2）

1,249
〈4.7〉

383
（29.8）

356
（27.7）

538
（41.9）

1,285
〈2.9〉

10
（
0.
8）

1,146
〈△2.4〉
455

（39.7）

316
（27.6）

366
（31.9）

10
（
1.
0）

283
（27.3）

312
（30.1）

431
（41.6）

1,036
〈△19.4〉

11
（
1.
1）

273
（26.2）

311
（29.9）

445
（42.8）

1,039
〈0.3〉

13
（
1.
7）

164
（21.1）

287
（37.0）

311
（40.2）

775
〈△25.4〉

7（
0.
8）

212
（25.9）

309
（37.7）

292
（35.6）

819
〈5.6〉

8（
0.
9）

239
（28.4）

305
（36.2）

290
（34.4）

841
〈2.7〉

6（
0.
7）

250
（28.0）

317
（35.4）

321
（35.9）

893
〈6.2〉

5（
0.
5）

259
（26.3）

353
（35.7）

370
（37.5）

987
〈10.6〉

8（
0.
9）

236
（26.8）

278
（31.6）

358
（40.7）

880
〈△10.8〉

6（
0.
6）

247
（26.8）

284
（30.8）

384
（41.7）

921
〈4.6〉

6（
0.
6）

6（
0.
6）

249
（25.6）

292
（30.0）

427
（43.8） 410

（43.4）

248
（26.2）

282
（29.8）

7（
0.
8）

396
（42.1）

255
（27.1）

283
（30.0）

6（
0.
7）

335
（37.9）

260
（29.4）

283
（32.0）

974
〈5.8〉

946
〈△2.8〉

942
〈△4.2〉

883
〈△6.2〉

住宅・宅地・マンション
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住宅建築目的の開発許可、土地区画整理事業認可面積の推移

資料：国土交通省ホームページ、「区画整理年報」（平成30（2018）年度版）より。
注：1.開発許可とは、都市計画法に基づく開発許可のうち、主として住宅の建築の用に供する目的で行われる開発行為に係るものである。
2.土地区画整理事業認可面積は、個人・共同、組合、公共団体、行政庁、都市基盤整備公団（現都市再生機構）、地域振興整備公団（現中小企業基盤整備機構及び都市再生機構）、地方住宅供給公社施行の合計である。

981985 08 0990 95 99 2000 01 02

8,000

6,000

4,000

2,000

土地区画整理事業認可面積
住宅建築目的の開発許可面積

03 05 06 0704 17 18
（年度）

1610 11 12 13 14 15

（ha）

5,413

3,4063,305

5,101 4,676 5,082

2,063
1,684 1,456

1,261
868 835 1,073 792 911

589

5,215 3,849 3,665
4,200

4,463

3,183 3,090 2,757 3,025
3,424 3,312 3,448

4,145

3,133
2,343 2,815 2,639

3,029

612 1,694

3,250
2,723

905
1,051

2,537 2,585

683 602

2,618

752

2,596

702

住宅投資額の推移

10

15

20

25（兆円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

（％）名目住宅投資（左目盛） 名目住宅投資／名目GDP（右目盛）

資料：「2019年度国民経済計算年報」より。
         1985年～89年は内閣府「国民経済計算年報」（00年版）、94年以後は「同」（15年版）より。
注： 計数等の改訂は、92年以後のデータに遡及しており、表中の89年以前とは前提が異なる。
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（年度）

3.9

21.9



住宅・宅地・マンション
● 日本の不動産業 ●

不動産関連データ

021
R e a l  E s t a t e  i n  J a p a n

新築マンション発売戸数の推移

新築マンション1戸当たり平均価格の推移

100,000（戸）

80,000

60,000

40,000

20,000

近畿圏首都圏

7,000（万円）

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

近畿圏首都圏

1985 95

84,885

38,698

95,635

39,737

89,256

36,55240,312

24,841

83,183

31,258

88,516

39,087

85,429

31,857

84,148

33,064

56,478

24,691

45,602

23,266

44,494

20,219

2,101

2,683

1985

90

41,481

28,425

5,279

6,123

90

3,447

4,148

95 2000

3,243

4,034

01

3,188

4,026

02

3,237

4,003

03

3,165

4,069

04

3,177

4,104

05

3,496

4,929

14

3,438

4,540

13

3,490

4,578

12

74,463

30,146

43,733

22,744

61,021

30,219
36,376

19,784

44,535

21,716

06

3,164

4,108

09

3,513

4,775

10

3,411

4,535

11

3,452

4,716

08

3,478

4,644

07

3,380

4,200

3,647

5,060

15 16

3,788

5,518

3,919

5,490

3,836 3,844

5,908 5,871

17 18

3,866

5,980

19

4,181

6,084

20
（年）

44,913

18,814

40,449

18,930

35,772

18,676

35,898 37,132

20,958

31,238
27,228

18,042 15,195
19,560

2000 01 02 03 04 05 14131206 09 10 110807 15 16 18 19 20
（年）

17

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏マンション市場動向」「近畿圏マンション市場動向」より。注：首都圏…東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県　近畿圏…大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県

新築マンション年間契約率の推移

100（%）

80

1985 90 95

首都圏
近畿圏

84.1

72.6
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86.8
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86.3
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90.0

91.4

89.389.3
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86.0
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83.883.8 78.3
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87.6 86.9

90.2
90.2 88.4

83.5

86.8

77.5

88.1

19

77.9

87.0

20
（年）

78.5

82.7

17

83.2

89.1
91.391.3

91.7
91.791.989.4

89.490.9

87.4

90.9

87.484.6

80.2

84.6

80.2

90.090.088.1

新築マンション発売戸数の推移

新築マンション1戸当たり平均価格の推移
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近畿圏首都圏

1985 95

84,885

38,698

95,635

39,737

89,256

36,55240,312

24,841

83,183

31,258

88,516

39,087

85,429

31,857

84,148

33,064

56,478

24,691

45,602

23,266

44,494

20,219

2,101

2,683

1985

90

41,481

28,425

5,279

6,123

90

3,447

4,148

95 2000

3,243

4,034

01

3,188

4,026

02

3,237

4,003

03

3,165

4,069

04

3,177

4,104

05

3,496

4,929

14

3,438

4,540

13

3,490

4,578

12

74,463

30,146

43,733

22,744

61,021

30,219
36,376

19,784

44,535

21,716

06

3,164

4,108

09

3,513

4,775
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3,411

4,535

11

3,452

4,716

08

3,478

4,644

07

3,380

4,200

3,647

5,060

15 16

3,788

5,518

3,919

5,490

3,836 3,844

5,908 5,871

17 18

3,866

5,980

19

4,181

6,084

20
（年）

44,913

18,814

40,449

18,930

35,772

18,676

35,898 37,132

20,958

31,238
27,228

18,042 15,195
19,560

2000 01 02 03 04 05 14131206 09 10 110807 15 16 18 19 20
（年）

17

資料：㈱不動産経済研究所「首都圏マンション市場動向」「近畿圏マンション市場動向」より。注：首都圏…東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県　近畿圏…大阪府、兵庫県、京都府、奈良県、滋賀県、和歌山県



住宅・宅地・マンション
● 日本の不動産業 ●

不動産関連データ

022
R e a l  E s t a t e  i n  J a p a n

累積戸数（年末・右目盛）

新規供給戸数（年間・左目盛）

資料：国土交通省マンションに関する統計・データ等「分譲マンションストック戸数」
注：1.新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。
2.ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。
：3.ここでいうマンションとは、中高層（3階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。
4.1968年以前の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。

0

5
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15

20（万戸）

650

600
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450

500

400

350

300

250
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150

100

50

0
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10.2 11.3 11.2 10.8 10.7 12.3 14.8 16.4 18.6 17.3 11.7 13.6 19.0 20.0 18.2 18.4 16.9 17.3 20.3 20.9 19.9 18.6 19.3 20.5 22.7 16.7 17.0 10.2 12.111.6 10.610.310.39.2

128.7
140.0 151.2

162.0 172.7 184.9
199.7

216.1 234.7
252.0 263.6

277.2
295.7

315.5 333.6
351.9

368.7 386.0
406.3

427.2
447.1

465.7
485.0 505.7

528.4

562.1 571.3

8.2

579.6
589.7 601.2

623.3
644.1

10.7

654.7
633.5613.2

545.1

全国のマンションストック戸数

1084 85 86 87 88 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 09 1211081983 89 14 15 1613 17 18
11.0

665.5

19
（年）

（万戸）

0

100

200

300

400

500

600

資料：国土交通省マンションに関する統計・データ等「築後30、40、50年超の分譲マンション数」
注：1．現在の築50年超の分譲マンションの戸数は、国土交通省が把握している築50年超の公団・公社住宅の戸数を基に推計した戸数。
　  2．5年後、10年後、20年後に築30、40、50年超となる分譲マンションの戸数は、
         建築着工統計等を基に推計した令和元年末時点の分譲マンションストック戸数及び国土交通省が把握している除却戸数を基に推計したもの。

現在（2019年末） 5年後（2024年末） 10年後（2029年末） 20年後（2039年末）

（築40年超＝
2000年以前：
384.5万戸）

（築40年超＝
1990年以前：
213.5万戸）

（築40年超＝
1980年以前：
91.8万戸）

（築30年超＝
1990年以前：
213.5万戸）

築後30、40、50年超の分譲マンション数

121.7

80.3

145.2

99.7

171.0

121.7

91.8

185.7

171.0

213.5

11.511.5 48.848.8

築30年超～40年未満（当該年時点で）

築50年超（当該年時点で）
築40年超～50年未満（当該年時点で）

住宅の耐震化の進捗状況

2003年

総戸数 約４７００万戸
　耐震性あり 約３５５０万戸
　耐震性なし 約１１５０万戸

※2003年の推計値
耐震化率約７５％耐震化率約７５％

耐震性なし
約１１５０万戸
耐震性なし
約１１５０万戸

耐震性あり
約７００万戸
耐震性あり
約７００万戸 1982以降

耐震性あり
約２８５０万戸

1982以降
耐震性あり
約２８５０万戸

1982
以降
1982
以降

1981
以前
1981
以前

総戸数 約４９５０万戸
耐震性あり 約３９００万戸
耐震性なし 約１０５０万戸

※2008年の推計値
耐震化率約７９％耐震化率約７９％

2008年

耐震性なし
約１０５０万戸
耐震性なし
約１０５０万戸

耐震性あり
約６５０万戸
耐震性あり
約６５０万戸

1982以降
耐震性あり
約３２５０万戸

1982以降
耐震性あり
約３２５０万戸

1982
以降
1982
以降

1981
以前
1981
以前

総戸数 約５２００万戸
耐震性あり 約４３００万戸
耐震性なし 約９００万戸

※2013年の推計値
耐震化率約８２％耐震化率約８２％

2013年 2018年

目標：2015年

2
0
2
0
年
内
に

公
表
さ
れ
る
統
計
調
査
の

結
果
を
基
に
推
計
。

耐震性なし
約９００万戸
耐震性なし
約９００万戸

耐震性あり
約６００万戸
耐震性あり
約６００万戸

1982以降
耐震性あり
約３７００万戸

1982以降
耐震性あり
約３７００万戸

1982
以降
1982
以降

1981
以前
1981
以前

総戸数 約５２５０万戸
耐震性あり 約５０００万戸
耐震性なし 約２５０万戸

※2020年の推計値
目標：耐震化率約9５％目標：耐震化率約9５％

2020年（目標）

耐震性を有しない住宅ストック
の比率→ おおむね解消

2025年（目標）

1982以降
耐震性あり
約４３５０万戸

1982以降
耐震性あり
約４３５０万戸

1982
以降
1982
以降

1981
以前
1981
以前

耐震性なし
約２５０万戸
耐震性なし
約２５０万戸耐震性あり

約６５０万戸
耐震性あり
約６５０万戸

資料：国土交通省「住宅の耐震化進捗状況」

耐震化率９０％（ 2005.3 「地震防災戦略」中央防災会議決定）
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100,000

0

資料：（公財）不動産流通推進センター「指定流通機構の活用状況について」より。
注：1. 指定流通機構の登録、成約状況を集計したものである。 2. 一般媒介の重複登録を含む。
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不動産流通の市場動向

マンション
戸建
土地
その他

成約報告
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21.49
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資料：（公財）東日本不動産流通機構「首都圏不動産流通市場の動向（2019年度）」より作成。　
注：首都圏…東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
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資料：（公財）東日本不動産流通機構「首都圏不動産流通市場の動向（2019年度）」より作成。　
注：首都圏…東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県

20,000

10,000

5,000

25,000

15,000

0

30,000

35,000

40,000（件）

4,000（万円）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

20（年）

18

16

14

12

10

8

成約物件数
平均価格
築年数

首都圏既存マンション成約物件数・平均価格・築年数

1997 98 2000 01 02 03 04 05 08 09 10 13 1412110706 17 18 19
（年度）

15 16

37,912

21.81

3,478
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資料：国土交通省「不動産の証券化実態調査」より。　注：不動産投資法人については、投資法人を１件としている。
2018年度から件数は集計していない。
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資料：国土交通省ホームページより。　注：1.各年度末の数字である。2.（ ）内は構成比を示している。（単位：％）
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下図 国・地域 都市 プロジェクト名称 事業主 事業費（億円）時期 備考

オフィス
開発

❶ 中国 杭州 Singapore-Hangzhou Science&Technology Park 三菱地所 2021 23階建て、延床23.3万㎡
❷ インドネシア ジャカルタ ジャカルタ・オフィスタワープロジェクト 森ビル 2021 58階建て、延床19万㎡
❸ 英国 ロンドン ホワイトシティプレイス再開発計画（ゲートウェイセントラル棟）三井不動産 2022 11階建て、延床3.2万㎡
❹ 米国 ニューヨーク 50 ハドソンヤード 三井不動産（シェア90％） 4,000 2022 58階建て、延床26.4万㎡

❺ 英国 ロンドン 8Bishopsgate 三菱地所 2022 2棟のオフィスビルの一体建て替え、51階建て、延床8.5万㎡

❻ タイ バンコク One City Centre 三菱地所 308 2022 オフィス・商業の2棟構成、61階建て、延床11.6万㎡
❼ フィリピン マニラ Savya Financial Center North Tower 三菱地所 2022 14階建て、3棟構成、延床6万㎡
❽ 米国 カリフォルニア州 ブラナンスクエア 三井不動産 2023 3棟構成、延床11.2万㎡
❾ インド バンガロール RMZ エコワールド30 三井不動産（シェア50％） 2023 4棟構成、12階建て、賃貸33万㎡

住宅開発

➓ タイ バンコク エカマイ11 東急 2021 38階建て、550戸、敷地4,500㎡
11 ベトナム ビンズン SORA gardens Ⅱ 東急、三菱地所レジデンス 2021 24階建て、557戸＋商業、延床8.4万㎡
12 インドネシア ジャカルタ プリボタニカル プロジェクト 東急不動産、住友商事他 2021分譲600戸
13 タイ バンコク サトーンプロジェクト 東京建物 2021 36階建て、約250戸、延床3.4万㎡

14 ミャンマー ヤンゴン ザ・ゴールデンテラス 日鉄興和不動産 90 2021サービスアパートメント、12階建て、232戸、延床3.3万㎡
15 タイ バンコク PARK Origin Thonglor 野村不動産 2021 3棟構成、最大59階建て、1,182戸、延床8万㎡

16 タイ バンコク アスコット エンバシー サトーン バンコク 三井不動産 2021 37階建て、サービスアパートメント393室、延床4万㎡

17 タイ バンコク アスコット トンロー バンコク 三井不動産 2021 41階建て、サービスアパートメント451室、延床4.1万㎡
18 中国 蘇州 明月蘭庭 三井不動産 2021敷地7万㎡、941戸
19 米国 コロラド州 デナルゴマーケットⅢ 三井不動産 2021 8階建て、賃貸337戸、延床3万㎡

20 米国 マサチューセッツ州 290レボリューションドライブ 三井不動産 2021 8階建て、賃貸329戸、延床3.9万㎡、木造一部鉄筋コンクリート造
21 台湾 新北 潤泰峰匯 三菱地所 2021 2棟構成、220戸、延床3.6万㎡
22 ベトナム ホーチミンシティ フーミーフン ミッドタウン 大和ハウス工業、野村不動産、住友林業 270 2022 2100戸
23 インドネシア ジャカルタ ロッジアプロジェクト 東京建物 2022 20階建て、498戸、延床4.5万㎡
24 中国 徐州 徐州城北プロジェクト 東京建物 2022 18階建て、約1,500戸、建築22万㎡
25 中国 揚州 揚州城西プロジェクト 東京建物 2022 18階建て、約1,500戸、建築24.6万㎡
26 米国 カリフォルニア州 8th&フィゲロア 三井不動産 2022 41階建て、賃貸438戸、延床8万㎡
27 ベトナム ホーチミンシティ Grand Park プロジェクト 三菱商事、野村不動産 1,000 2022 分譲1万戸超、延床79.3万㎡
28 ベトナム ビンズン ミドリパーク ザ・グローリー 東急、NTT都市開発 2023 24階建て、約1,000戸、延床13万㎡

商業施設
開発

29 台湾 台北 三井ショッピングパーク ららぽーと台湾南港 三井不動産 2021延床13.4万㎡、約250店舗
30 中国 上海 三井ショッピングパーク ららぽーと上海金橋 三井不動産 2021 11階建て、約220店舗、延床14.6万㎡、店舗6万㎡
31 マレーシア クアラルンプール 三井ショッピングパーク ららぽーとクアラルンプール 三井不動産 2021 5階建て、300店舗、延床13万㎡
32 台湾 台中 三井ショッピングパーク ららぽーと台中 三井不動産 2022 延床19.7万㎡、約270店舗
33 台湾 台南 三井アウトレットパーク 台南 三井不動産 2022 延床8万㎡、約220店舗、全体開業は2025年予定

複合開発

34 インドネシア ジャカルタ ダルマワンサプロジェクト 東京建物 2021 24階建て、マンション85戸・オフィス23フロア、延床6.3万㎡

35 中国 杭州 奥体万科中心 三菱地所 2021オフィス・住宅・ホテル・商業、22階建て、延床9.5万㎡
36 シンガポール Capita Spring 三菱地所（シェア10％） 1,450 2021 51階建て、延床9.3万㎡

37 インドネシア ジャカルタ メガクニンガン プロジェクト 東急不動産 2023 分譲482戸、賃貸住宅、商業、延床12万㎡、日本政府出資団体との共同
物流施設
開発

38 タイ チェチェンサオ バンパコン 三井不動産 2022 延床16万㎡
39 タイ アユタヤ ワンノイ 三井不動産 2022 延床9万㎡

2020年以降に竣工（予定）の主な海外開発プロジェクト

国際化

アメリカ合衆国

インド

イギリス 中国 台湾

❽26 19

❹

カルフォルニア コロラド

2129
台北周辺

台中

台南

東南アジア

※各社発表資料より抜粋。プロジェクト名称、概要等は発表時点のもの。事業主が現地子会社の場合は親会社を記し、日本企業のみ記載した。
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資料：1985年～93年は内閣府「国民経済計算年報」［平成12年基準］、94年以後は「同」［平成27年基準］より。
注：1. 計数等の改訂は、92年以後のデータに遡及しており、表中の平成元年以前とは前提が異なる。
　  2. （　）内は国民総資産に占める割合（単位：％）

資料：1985年～93年は内閣府「国民経済計算年報」［平成12年基準］、94年以後は「同」［平成27年基準］より。
注：1．各産業の生産額は生産者価格表示による。従って間接税・帰属利子等が含まれており、合計は国内総生産とは一致しない。
2．合計値には各産業以外の政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者も含まれている。
3．不動産業の生産額には帰属家賃も含む。（帰属家賃とは、住宅自己所有者が住宅賃貸業を営んでいるとみなして、家賃相当額を個人企業の生産額として総生産額に計上するもの）
4.計数等の改訂は、93年以後のデータに遡及しており、表中の85年以前とは前提が異なる。

国民総資産に占める不動産の評価額

年
区分
国 民 総 資 産
不動産の評価額

住 宅
住宅以外の建物
土 地
金 融 資 産

（単位：兆円）

業種別生産額と国内総生産 （単位：10億円）

不動産業

建設業

製造業

サービス業

金融・保険業

全産業合計

（参考）国内総生産

年
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380

245

1,880

5,205

2000

9,209

2,223

(24)
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8,808
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1,821

(21)
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412

220

1,150

7,190

16

10,578

1,812

(17)
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422

232

1,219

7,773

19
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－     
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62,370

23,464

104,979

12,914

24,499

505,472

505,530

11

62,408

23,611

97,179

12,517

23,324

494,826

497,448

12

62,469

23,447

98,426

11,950

22,463

497,635

500,474

13

63,179

25,350

98,326

12,523

23,223

505,334

508,700

14

63,923

26,416

101,653

12,834

22,782

514,630

518,811

15

64,568

27,894

110,094

12,722

23,002

534,876

538,032

16

64,908

29,281

110,440

13,898

22,262

542,415

544,364

17

65,393

30,122

113,025

14,245

22,332

550,565

553,073

18

65,254

29,903

115,057

14,092

22,755

553,818

556,189

19

65,588

30,020

113,974

13,617

22,790

555,987

561,267

1985

資料：財務省「財政金融統計月報－法人企業統計年報特集」より。注：（ ）内は、全産業売上高に対するシェア（％）。

業種別売上高シェアの推移

（単位：百億円）

12（％）

10

8

6

4

2

0

148,470

(100.0)

3,402

(2.3)

17,003

(11.5)

1,575

(1.1)

3,352

(2.3)

951985

143,503

(100.0)

2,991

(2.1)

14,455

(10.1)

1,246

(0.9)

3,303

(2.3)

2000

133,821

(100.0)

3,186

(2.4)

13,935

(10.4)

1,222

(0.9)

3,334

(2.5)

01

132,680

(100.0)

3,348

(2.5)

13,545

(10.2)

1,251

(0.9)

3,703

(2.8)

02

133,467

(100.0)

3,363

(2.5)

12,746

(9.5)

1,294

(1.0)

3,399

(2.5)

03

142,036

(100.0)

3,325

(2.3)

12,480

(8.8)

1,560

(1.1)

3,530

(2.5)

04

150,812

(100.0)

3,450

(2.3)

12,886

(8.5)

1,841

(1.2)

3,514

(2.3)

05

156,643

(100.0)

3,386

(2.2)

13,499

(8.6)

1,986

(1.3)

4,222

(2.7)

06

158,017

(100.0)

3,709

(2.3)

13,502

(8.5)

2,191

(1.4)

3,980

(2.5)

07

150,821

(100.0)

3,867

(2.6)

12,628

(8.4)

2,252

(1.5)

3,603

(2.4)

08

136,802

(100.0)

4,098

(3.0)

12,070

(8.8)

1,572

(1.1)

3,212

(2.3)

09

138,574

(100.0)

3,663

(2.6)

11,130

(8.0)

1,821

(1.3)

3,302

(2.4)

10

138,105

(100.0)

3,571

(2.6)

10,945

(7.9)

1,806

(1.3)

3,857

(2.8)

11

137,541

(100.0)

3,268

(2.4)

11,499

(8.4)

1,627

(1.2)

4,116

(3.0)

12

140,916

(100.0)

3,770

(2.7)

12,250

(8.7)

1,705

(1.2)

3,929

(2.8)

13 14

144,784

(100.0)

3,698

(2.6)

12,851

(8.9)

1,773

(1.2)

4,299

(3.0)

145,576

(100.0)

4,298

(3.0)

12,897

(8.9)

1,507

(1.0)

4,024

(2.8)

16 17

153,521

(100.0)

4,653

(3.0)

14,495

(9.4)

1,720

(1.1)

4,366

(2.8)

154,414

(100.0)

4,343

(2.8)

14,112

(9.1)

1,668

(1.0)

3,960

(2.6)

18年度

143,153

(100.0)

3,938

(2.8)

12,271

(8.6)

1,652

(1.2)

4,067

(2.8)

15

105,907

(100.0)

2,153

(2.0)

8,205

(7.7)

1,689

(1.6)

1,804

(1.7)

全産業

不動産業

建設業

鉄鋼業

陸運業

7.7

2.0
1.7
1.6

建設業
不動産業

陸運業
鉄鋼業

11.5

2.3

1.1

2.32.3

11.5

8.8

1.1

2.3

2.5

2.3

8.5

1.2
2.3
2.3
2.3

8.5

1.4
2.3
2.5
2.3

8.4

1.5
2.4
2.6
2.4

8.4 8.7

1.2

2.4

3.0

2.4 2.7

2.82.8

8.9

1.2

2.6

3.0

2.6

8.6

1.2

2.6

2.8

2.8

7.9

1.3

2.6

2.8

2.6

8.0

1.3
2.4

2.6

2.4

8.8

1.1 1.2
2.3

3.0

2.3

8.6

1.3
2.2

2.7

2.2

10.1

2.3

2.1

0.9

2.1

10.4

2.5

2.4

0.9

2.4

9.5

1.0

2.5
2.52.5

10.2

2.5

2.8

0.9

2.5

9.5
8.9

1.01.0

2.6

3.0

2.8

9.1

1.01.0

2.6

2.8

2.6

9.49.4

1.11.1

3.0

2.82.72.7

951985 2000 01 02 03 04 09 1110 14 1512 1308070605 16 17 18
（年度）

資料：1985年～93年は内閣府「国民経済計算年報」［平成12年基準］、94年以後は「同」［平成27年基準］より。
注：1. 計数等の改訂は、92年以後のデータに遡及しており、表中の平成元年以前とは前提が異なる。
　  2. （　）内は国民総資産に占める割合（単位：％）

資料：1985年～93年は内閣府「国民経済計算年報」［平成12年基準］、94年以後は「同」［平成27年基準］より。
注：1．各産業の生産額は生産者価格表示による。従って間接税・帰属利子等が含まれており、合計は国内総生産とは一致しない。
2．合計値には各産業以外の政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者も含まれている。
3．不動産業の生産額には帰属家賃も含む。（帰属家賃とは、住宅自己所有者が住宅賃貸業を営んでいるとみなして、家賃相当額を個人企業の生産額として総生産額に計上するもの）
4.計数等の改訂は、93年以後のデータに遡及しており、表中の85年以前とは前提が異なる。

国民総資産に占める不動産の評価額

年
区分
国 民 総 資 産
不動産の評価額

住 宅
住宅以外の建物
土 地
金 融 資 産

（単位：兆円）

業種別生産額と国内総生産 （単位：10億円）

不動産業

建設業

製造業

サービス業

金融・保険業

全産業合計

（参考）国内総生産

年

4,377

1,360

(31)

152

148

1,060

2,593

95

8,738

2,505

(29)

380

245

1,880

5,205

2000

9,209

2,223

(24)

403

240

1,580

5,847

01

9,022

2,120

(23)

399

234

1,487

5,760

02

8,876

2,032

(23)

397

230

1,405

5,705

03

8,963

1,959

(22)

399

229

1,331

5,851

04

8,997

1,900

(21)

403

228

1,269

5,923

05

9,375

1,887

(20)

407

228

1,252

6,288

06

9,415

1,915

(20)

416

230

1,269

6,271

07

9,283

1,955

(21)

422

231

1,302

6,065

08

8,913

1,944

(22)

426

231

1,287

5,685

09

8,808

1,860

(21)

408

220

1,232

5,704

10

8,835

1,821

(21)

404

218

1,199

5,770

11

8,805

1,782

(20)

398

215

1,169

5,779

12

9,015

1,752

(19)

392

212

1,148

6,017

13

9,576

1,754

(18)

404

216

1,134

6,548

14

10,016

1,773

(18)

413

218

1,142

6,939

15

10,288

1,782

(17)

412

220

1,150

7,190

16

10,578

1,812

(17)

412

221

1,179

7,444

17

11,029

1,841

(17)

419

226

1,196

7,840

18

11,019

1,873

(17)

422

232

1,219

7,773

19

11,375

1,918

(17)

431

237

1,250

8,052

1985

30,728

25,008

91,304

－     

17,592

335,834

325,402

95

53,597

39,602

122,431

15,862

26,480

517,306

521,613

2000

57,855

35,695

120,213

16,660

26,787

535,696

535,417

01

57,354

34,014

112,283

16,315

29,176

528,543

531,653

02

56,943

31,958

108,644

16,167

31,343

524,121

524,478

03

57,070

30,748

109,599

15,654

32,423

524,457

523,968

04

57,694

29,808

111,812

15,058

32,098

530,393

529,400

05

58,782

28,777

114,082

14,390

32,358

534,950

532,515

06

60,436

28,707

114,522

14,457

31,414

536,229

535,170

07

60,998

27,078

117,970

14,600

31,394

540,420

539,281

08

61,943

25,923

112,289

13,856

26,159

528,343

527,823

09

62,122

24,923

94,274

13,445

24,812

495,454

494,938

10

62,370

23,464

104,979

12,914

24,499

505,472

505,530

11

62,408

23,611

97,179

12,517

23,324

494,826

497,448

12

62,469

23,447

98,426

11,950

22,463

497,635

500,474

13

63,179

25,350

98,326

12,523

23,223

505,334

508,700

14

63,923

26,416

101,653

12,834

22,782

514,630

518,811

15

64,568

27,894

110,094

12,722

23,002

534,876

538,032

16

64,908

29,281

110,440

13,898

22,262

542,415

544,364

17

65,393

30,122

113,025

14,245

22,332

550,565

553,073

18

65,254

29,903

115,057

14,092

22,755

553,818

556,189

19

65,588

30,020

113,974

13,617

22,790

555,987

561,267

1985

その他
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業種別経営指標の推移

資料：財務省「財政金融統計月報－法人企業統計年報特集」より。
注：1．「総資本」2006年までは貸借対照表の貸方に示されている負債（支払手形、買掛金、未払金、社債、借入金、引当金、準備金など）と資本（資本金、資本剰余金、利益剰余金）の合計、07年からは
　　　  賃借対照表の貸方に示されている負債と純資産（資本金、資本余剰金、利益剰余金などの合計）

2．「自己資本」貸借対照表の貸方に示されている資本の部の合計金額
3．「営業利益」売上高－（売上原価＋販売費・一般管理費）
4．「経常利益」営業利益＋（営業外収益－営業外費用）＊「営業外収益」受取利息・割引料、有価証券利息、受取配当金、有価証券売却益など

＊「営業外費用」支払利息・割引料、社債利息、社債発行差金償却、有価証券売却損など

総資本営業利益率
  （％）

営業利益
総資本

総資本経常利益率
  （％）

経常利益
総資本

売上高営業利益率
 （％）

営業利益
売上高

売上高経常利益率
 （％）

経常利益
売上高

総資本回転率
 （％）

売上高
総資本

自己資本比率
 （％）

自己資本
総資本

全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業
全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業
全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業
全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業
全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業
全 産 業
不動産業
建 設 業
鉄 鋼 業
陸 運 業

年度 
4.3 
3.9 
3.1 
3.5 
4.4 
3.1 
1.4 
2.3 
1.1 
2.4 
2.8 
9.4 
2.1 
3.9 
3.8 
2.0 
3.3 
1.6 
1.3 
2.1 

150.5 
39.4 
140.4 
89.0 
113.1 
17.7 
8.0 
15.4 
16.1 
14.9 

95
2.7 
1.6 
2.7 
2.7 
3.1 
2.0 
-0.1 
2.5 
1.1 
1.4 
2.4 
7.5 
2.2 
3.6 
4.5 
1.8 
-0.3 
2.1 
1.5 
2.0 

110.4 
22.0 
121.3 
74.1 
67.7 
18.9 
3.5 
18.4 
26.1 
18.9 

2000
2.9 
2.1 
1.8 
3.0 
2.8 
2.8 
1.3 
1.9 
2.0 
1.6 
2.6 
8.6 
1.6 
4.3 
4.2 
2.5 
5.3 
1.6 
2.9 
2.4 

109.6 
24.3 
117.8 
69.8 
65.0 
25.7 
14.6 
21.2 
29.9 
20.7 

01
2.4 
2.5 
1.6 
1.0 
2.2 
2.3 
1.6 
1.6 
0.2 
1.1 
2.2 
9.7 
1.4 
1.4 
3.3 
2.1 
6.1 
1.4 
0.2 
1.7 

107.6 
26.2 
121.7 
68.2 
66.0 
25.2 
7.2 
22.0 
27.9 
19.8 

02
2.6 
2.6 
1.5 
2.4 
3.1 
2.5 
2.0 
1.6 
1.6 
2.1 
2.4 
9.6 
1.3 
3.4 
4.6 
2.3 
7.1 
1.3 
2.3 
3.0 

107.4 
27.9 
123.6 
70.4 
67.8 
27.4 
14.3 
24.8 
30.2 
22.4 

03
3.0 
2.0 
1.8 
4.5 
2.9 
2.9 
1.4 
2.0 
3.7 
2.1 
2.8 
7.5 
1.4 
5.9 
4.4 
2.7 
5.2 
1.6 
4.9 
3.3 

108.4 
27.1 
128.5 
76.3 
65.2 
28.3 
11.0 
27.1 
32.5 
22.5 

04
3.4 
2.3 
2.2 
9.1 
3.1 
3.5 
1.8 
2.3 
8.5 
2.2 
3.1 
8.1 
1.7 
10.2 
4.8 
3.1 
6.5 
1.8 
9.6 
3.4 

110.5 
28.9 
127.7 
87.1 
65.2 
29.8 
20.7 
28.9 
36.1 
22.9 

05
3.6 
2.7 
2.0 
10.7 
3.3 
3.9 
2.0 
2.1 
10.2 
2.7 
3.2 
9.1 
1.5 
11.1 
5.4 
3.4 
6.8 
1.7 
10.6 
4.4 

112.2 
29.0 
126.1 
92.9 
60.8 
30.1 
17.5 
26.4 
38.7 
27.1 

06
3.6 
3.0 
2.2 
9.6 
3.4 
4.0 
2.8 
2.4 
9.7 
2.9 
3.1 
11.0 
1.7 
9.9 
5.5 
3.5 
10.2 
1.8 
10.0 
4.6 

112.7 
27.1 
126.3 
93.0 
62.9 
32.8 
32.1 
29.4 
38.8 
24.3 

08
2.1 
2.3 
1.3 
5.9 
2.5 
2.5 
2.0 
1.7 
5.7 
2.0 
1.9 
8.8 
1.0 
5.7 
3.7 
2.4 
7.6 
1.3 
5.5 
3.0 

107.5 
26.1 
129.2 
105.2 
67.5 
33.9 
24.6 
29.0 
37.5 
26.2 

09
1.9 
2.3 
1.4 
-0.5 
2.4 
2.5 
1.9 
1.7 
-0.4 
1.9 
2.0 
9.3 
1.1 
-0.7 
4.0 
2.3 
7.5 
1.3 
-0.6 
3.1 
95.2 
24.5 
130.4 
71.9 
60.5 
34.5 
13.0 
30.6 
37.5 
26.4 

10
2.7 
2.7 
1.7 
2.3 
2.7 
3.0 
2.0 
2.0 
2.4 
2.3 
2.8 
12.1 
1.4 
2.8 
4.4 
3.2 
9.1 
1.6 
2.9 
3.8 
95.8 
22.0 
123.3 
82.0 
61.7 
35.6 
25.4 
30.0 
37.0 
27.1 

12
2.8 
2.6 
2.5 
-0.1 
3.2 
3.4 
2.5 
3.1 
0.7 
3.0 
2.9 
9.9 
2.0 
-0.1 
4.4 
3.5 
9.5 
2.4 
0.8 
4.1 
95.6 
25.6 
126.3 
79.2 
71.4 
37.4 
28.5 
32.9 
35.7 
30.2 

11
2.7 
2.4 
1.7 
1.1 
2.8 
3.1 
1.9 
1.9 
1.5 
2.5 
2.8 
11.7 
1.4 
1.3 
4.1 
3.3 
9.3 
1.6 
1.7 
3.7 
93.9 
20.9 
121.0 
84.8 
67.9 
34.9 
27.4 
29.6 
35.3 
26.9 

14
3.5 
3.0 
4.3 
3.6 
3.2 
4.2 
3.0 
4.8 
4.5 
3.3 
3.7 
12.6 
3.2 
4.1 
4.8 
4.5 
12.6 
3.7 
5.1 
5.0 
92.3 
23.4 
128.7 
87.3 
65.7 
38.9 
35.7 
34.5 
40.8 
32.6 

16
3.6 
3.1 
5.7 
1.3 
3.9 
4.6 
3.3 
6.2 
2.0 
4.1 
4.0 
11.5 
4.6 
1.7 
6.1 
5.2 
12.4 
5.0 
2.7 
6.3 
88.3 
26.6 
124.8 
76.8 
65.0 
40.6 
37.6 
38.3 
41.6 
32.9 

17
3.8 
3.1 
5.3 
2.6 
3.8 
4.7 
3.3 
5.9 
3.6 
3.9 
4.4 
13.2 
4.2 
3.2 
6.5 
5.4 
14.0 
4.7 
4.4 
6.6 
87.7 
23.5 
125.0 
81.9 
59.1 
41.7 
36.8 
38.4 
42.3 
32.2 

18
3.8
2.8
5.2
2.1
4.0
4.7
2.8
5.9
3.2
4.1
4.4
11.1
4.4
2.5
6.3
5.5
11.1
5.0
3.8
6.6
85.3
25.0
119.3
83.4
63.1
42.0
33.4
41.6
44.3
35.6

15
3.5 
3.0 
4.8 
1.9 
4.1 
4.3 
2.8 
5.2 
2.7 
4.1 
3.9 
11.6 
3.9 
2.3 
6.1 
4.8 
10.9 
4.2 
3.2 
6.1 
89.9 
25.9 
123.7 
83.9 
67.8 
40.0 
33.1 
36.6 
41.8 
33.5 

13
3.2 
2.3 
3.2 
2.7 
3.1 
4.0 
2.3 
3.7 
3.5 
3.2 
3.5 
11.0 
2.4 
3.2 
4.9 
4.2 
10.9 
2.8 
4.1 
5.0 
92.3 
20.6 
128.5 
84.9 
64.1 
37.6 
31.2 
31.4 
38.3 
32.6 

07
3.7 
3.4 
2.0 
8.7 
3.3 
4.0 
2.8 
2.2 
8.6 
2.9 
3.1 
11.0 
1.6 
8.6 
4.5 
3.4 
9.2 
1.7 
8.6 
3.9 

116.7 
29.9 
129.5 
99.9 
73.4 
33.5 
27.0 
29.3 
38.1 
25.0 

90  
4.6 
4.2 
5.3 
7.3 
4.7 
3.5 
1.1 
4.6 
5.6 
3.5 
3.5 
11.5 
3.9 
8.1 
5.1 
2.7 
3.1 
3.4 
6.1 
3.8 

125.0 
34.3 
125.1 
87.0 
88.4 
19.1 
8.1 
15.6 
26.1 
23.9 

1985

不動産会社数の推移

6

8

10

12（％）

10億円～
331（0.1）

1億円～
10億円未満
2,523（0.7）

1,000万円～
1億円未満
109,775
（32.6）

1,000万円
未満

225,305
（66.7）

315,542

11.4

321,361

11.6

337,934

資料：財務省「財政金融統計月報ｰ法人企業統計年報特集」より。
　注：1.「法人」とは、日本に本店を有する合名会社、合資会社、株式会社および有限会社をさす。　2.2018年度については、資本金別内訳。（ ）内は構成比（単位：％）

全産業会社数に占める割合（右目盛）
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5

10

15
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30（万社）

8.9

162,208

10.1

204,700

1985 90

257,358

10.5

95

10.4
277,143

299,818

10.8

297,586

10.7

302,939

11.0

304,000

11.1

306,280

11.2

310,413

11.3
301,005

10.9
288,638

10.6

293,330

10.6281,046
10.4

284,693

10.510.5

270,555

10.4

273,202

10.4
265,166

2000 01 02 03 04 05 06 07 09 1110 13 141208 18
（年度）

16

328,553

11.8

1715




